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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期
第３四半期
連結累計期間

第19期
第３四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （百万円） 37,919 39,602 52,430

経常利益 （百万円） 2,538 3,028 3,451

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,709 2,039 2,295

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,458 1,691 2,140

純資産額 （百万円） 36,730 36,997 37,412

総資産額 （百万円） 60,728 61,498 62,217

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 44.24 55.11 59.87

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.48 60.15 60.13

 

回次
第18期
第３四半期
連結会計期間

第19期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.37 19.94

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、当第３四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

（メディカルサービス事業）

　当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるフランスベッド株式会社を通じて株式会社ホームケ

アサービス山口の全株式を取得したことに伴い、当第３四半期連結会計期間より、当該会社を連結の範囲に含めてお

ります。なお、みなし取得日を2021年10月31日としており、四半期連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことか

ら、当第３四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しており、四半期連結損益計算書には当該会社の業

績は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

四半期報告書

 2/23



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等

を適用したことに伴い、前第３四半期連結累計期間と収益認識に関する会計処理が異なっておりますが、経営成績の

状況については、異なる会計処理のまま、前年同期比を記載しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりでありま

す。

 

(1) 経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間（以下「当期」という。）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対す

るワクチン接種の普及により、経済活動の持ち直しの兆しが見られた一方で、世界的な半導体不足による調達環境

の悪化、原材料価格の高騰、新たな変異株による感染再拡大等、依然として先行きが不透明な状況が続いておりま

す。

　当社グループが属する介護業界においては、新型コロナウイルス感染症の拡大で高まった在宅介護需要が継続、

もう一方の家具・インテリア業界においても、昨年10月以降、経済活動への制約が緩和されたことにより、ショー

ルーム等への来場者数が徐々に戻る傾向が見え始めました。

　このような状況の中、当社グループでは、新たに2021年４月から３カ年にわたる中期経営計画を策定し、グルー

プで保有する経営資源をシルバービジネスに集中することで、新しい商品やサービスを通じて、介護人材の不足や

老老介護の増加などの社会全体で抱える課題の解決を図っていくとともに、持続可能な社会の実現に向けたＥＳＧ

経営を推進していくことにより、企業価値の更なる向上を目指すという方針のもと、主な施策として、①福祉用具

貸与事業への経営資源集中による事業拡大（メディカルサービス事業）、②時代のニーズに合った商品展開による

利益率の向上（インテリア健康事業）、③継続的な企業成長を支える経営基盤の強化、に取り組んでおります。

　こうした中で、当期におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が長引く中、メディカルサービス事業に

おいて、主力の福祉用具貸与事業が堅調に推移したことに加え、インテリア健康事業においても、家具販売店等が

休業を余儀なくされた前期のコロナ禍と比して、家庭用ベッド等の販売が回復した結果、当社グループの当期にお

ける経営成績は、売上高は39,602百万円（前年同四半期比4.4％増）となりました。

　また、売上原価率の低減等により、営業利益は2,995百万円（前年同四半期比27.9％増）、経常利益は3,028百万

円（前年同四半期比19.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,039百万円（前年同四半期比19.3％増）

となりました。

　各セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、セグメント利益を従来の営業利益に基づく算定から経常利益に基づく算定

に変更しており、当期の比較・分析は、変更後のセグメント利益に基づいております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」の「３．報告セグメ

ントの変更等に関する事項」に記載のとおりであります。

①　メディカルサービス事業

　主力の福祉用具貸与事業においては、拡大する在宅介護需要に応えるべく、前期に子会社化したカシダス株式

会社を含め、東名阪地域を中心に福祉用具貸与事業所の拡充や営業員の増員、配送体制の強化に積極的に取り組

みました。また、昨年12月には、山口県を中心に福祉用具貸与事業等を展開する株式会社ホームケアサービス山

口の全株式を取得し連結子会社といたしました。

　商品戦略では、2020年に発売した「離床支援マルチポジションベッド」のテレビコマーシャルやケアマネ

ジャー向け地域毎の商品体験会の開催や国際福祉機器展への出展など、自立支援や介護負担軽減に繋がる当該製

品の認知度向上を図りました。

　病院・福祉施設等に対しましては、看護人材・介護人材不足を補い、労働環境改善につながる機器として、

「見守りケアシステム M2搭載ベッド」や「自動寝返り支援ベッド」など非接触・業務省力化に寄与する製品を

中心に販売促進を行いました。

　以上の結果、メディカルサービス事業の売上高は24,899百万円（前年同四半期比6.2％増）、経常利益は2,220

百万円（前年同四半期比5.1％増）となりました。
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②　インテリア健康事業

　インテリア健康事業においては、除菌機能を標準搭載し、エコマークの認定を受けた「ライフトリートメント

マットレス」が、長引くコロナ禍による衛生意識や環境意識の高まりを捉え好調に推移し、利益率の向上に寄与

いたしました。さらに、昨年10月には、廃棄時にマットレスの解体を容易にする『環境配慮型解体システム

「MORELIY（モアリー）」』を開発いたしました。「MORELIY（モアリー）」は、マットレスを分別資源化するた

め、解体できる工程・構造を製品化し、社会実装できたことが評価され、2021年度グッドデザイン賞を受賞しま

した。

　また、近年の健康志向の高まりから、寝た状態で全身のマッサージを受けられるベッド型マッサージ器

「RAMIDUS（ラミダス）Ⅰ型」や、日中のスマートフォン操作やごろ寝でのテレビ視聴などをサポートする、除

菌機能付低反発枕「ウミガメピロ－」を発売するなど、コロナ禍で増えたステイホーム需要に応えたアイテムを

拡充いたしました。

　ショールーム施策では、昨年７月に栃木県宇都宮市に、昨年11月には石川県金沢市に、当社グループ直営

ショールームを新設し、事前予約制や入場制限を行うなど感染予防対策を徹底した上で、お客様の健康維持や睡

眠の質の向上に繋がる高付加価値商品をご覧頂く場を拡大いたしました。

　以上の結果、インテリア健康事業の売上高は14,367百万円（前年同四半期比1.2％増）、経常利益は844百万円

（前年同四半期比89.4％増）となりました。

 

(2) 財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という。）と比較して718百万円

減少し61,498百万円となりました。流動資産は前期末と比較して3,460百万円減少し28,594百万円となりました。

主な要因として、増加については、棚卸資産979百万円などであり、減少については、現金及び預金1,815百万円、

受取手形、売掛金及び契約資産（電子記録債権を含む）534百万円、有価証券2,100百万円などであります。固定資

産は前期末と比較して2,754百万円増加し32,890百万円となりました。主な要因は、有形、無形固定資産の取得や

Ｍ＆Ａによるのれんの発生などによるものであります。

（負債）

　負債は、前期末と比較して303百万円減少し24,501百万円となりました。主な要因は、リース債務967百万円など

の増加に対し、支払手形及び買掛金（電子記録債務を含む）308百万円、未払法人税等1,066百万円などの減少によ

るものであります。

（純資産）

　純資産は、前期末と比較して415百万円減少し36,997百万円となりました。主な要因として、増加については、

親会社株主に帰属する四半期純利益2,039百万円などであり、減少については、剰余金の配当1,154百万円、自己株

式の取得及び処分905百万円などによるものであります。

　以上の結果、自己資本比率は、前期末と変わらずの60.1％となりました。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、151百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

資金需要ならびに財務政策について

　当社グループにおける主な資金需要は、当社及び子会社が事業活動を行っていく上で必要な運転資金及び設備

投資資金であります。

　これらの資金需要に対しては、主として営業活動からのキャッシュ・フローと金融機関からの借入、社債（私

募債）、セール・アンド・リースバックにより調達しており、グループとして最適な資金調達を実現するため

に、当社が中心となり調達を行っております。

　また、当社グループではＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）を導入しており、グループ各社にお

ける余剰資金を当社に集中し、一元管理を行うことで金融費用の削減を図っております。なお、当第３四半期連

結会計期間末における当社グループの有利子負債残高は13,581百万円となりました。内訳としては、短期及び長

期借入金4,045百万円（短期借入金3,675百万円、１年内返済予定の長期借入金322百万円、長期借入金47百万

円）、社債2,700百万円（１年内償還予定を含む）、リース債務6,836百万円であります。

　一方、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は8,386百万円となり、前連結会計年

度末と比較して3,815百万円減少しております。将来発生し得る資金需要について、当社グループの主力事業で

あるメディカルサービス事業の福祉用具貸与事業に係るレンタル資産への投資に関しては、セール・アンド・

リースバックにより、その他の大型設備投資に関しては、手元資金及び銀行借入により、また、運転資金、株主

還元に関しては、営業活動によって得られるキャッシュ・フロー及び手元資金により対応可能と認識しておりま

す。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

（株式会社ホームケアサービス山口の株式取得）

　当社は、2021年11月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるフランスベッド株式会社を通じて株式

会社ホームケアサービス山口の株式を取得し、連結子会社化（当社の孫会社）することについて決議し、同日付で株

式譲渡契約を締結いたしました。これに基づき、2021年12月20日付で同社の株式取得手続きを完了いたしました。詳

細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおり

であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 170,000,000

計 170,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 41,397,500 41,397,500
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 41,397,500 41,397,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年10月１日～
2021年12月31日

－ 41,397 － 3,000 － 750

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 4,404,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,963,300 369,633 －

単元未満株式 普通株式 29,700 － －

発行済株式総数  41,397,500 － －

総株主の議決権  － 369,633 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）

含まれております。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己保有株式が34株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

フランスベッドホールディ
ングス株式会社

東京都新宿区西新宿
六丁目22番１号

4,404,500 － 4,404,500 10.63

計 － 4,404,500 － 4,404,500 10.63

（注）１．「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未満株式が34株あります。な

お、当該株式は、上記①「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。

２．当第３四半期会計期間末の自己株式数は4,924,303株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第

64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,702 7,886

受取手形及び売掛金 9,063 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － ※３ 8,457

電子記録債権 976 ※３ 1,047

有価証券 3,100 1,000

商品及び製品 5,487 6,178

仕掛品 415 439

原材料及び貯蔵品 1,885 2,149

その他 1,438 1,504

貸倒引当金 △14 △70

流動資産合計 32,055 28,594

固定資産   

有形固定資産   

土地 6,991 7,202

その他（純額） 12,642 14,732

有形固定資産合計 19,633 21,934

無形固定資産   

のれん 353 1,226

その他 1,473 1,337

無形固定資産合計 1,826 2,564

投資その他の資産 ※１ 8,674 ※１ 8,390

固定資産合計 30,135 32,890

繰延資産 27 14

資産合計 62,217 61,498

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,856 ※３ 2,805

電子記録債務 2,476 ※３ 2,219

短期借入金 3,300 3,675

１年内返済予定の長期借入金 300 322

１年内償還予定の社債 600 2,100

未払法人税等 1,224 157

賞与引当金 1,378 745

その他の引当金 15 12

資産除去債務 － 26

その他 5,546 6,487

流動負債合計 17,698 18,553

固定負債   

社債 2,400 600

長期借入金 － 47

引当金 81 189

退職給付に係る負債 453 426

資産除去債務 343 335

その他 3,827 4,349

固定負債合計 7,106 5,947

負債合計 24,804 24,501
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 0 1

利益剰余金 35,881 36,719

自己株式 △3,626 △4,533

株主資本合計 35,255 35,187

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △15 △28

繰延ヘッジ損益 35 18

退職給付に係る調整累計額 2,137 1,819

その他の包括利益累計額合計 2,157 1,809

純資産合計 37,412 36,997

負債純資産合計 62,217 61,498
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 37,919 39,602

売上原価 18,033 18,091

売上総利益 19,886 21,511

販売費及び一般管理費 17,544 18,515

営業利益 2,341 2,995

営業外収益   

受取利息 2 3

受取配当金 17 11

持分法による投資利益 1 －

特許関連収入 － 45

その他 322 82

営業外収益合計 343 143

営業外費用   

支払利息 47 51

持分法による投資損失 － 2

その他 99 56

営業外費用合計 146 110

経常利益 2,538 3,028

特別利益   

固定資産売却益 4 146

投資有価証券売却益 281 10

特別利益合計 286 156

特別損失   

固定資産除却損 18 4

投資有価証券売却損 17 －

減損損失 43 10

臨時休業等による損失 ※ 102 －

特別損失合計 181 14

税金等調整前四半期純利益 2,643 3,170

法人税、住民税及び事業税 713 618

法人税等調整額 221 512

法人税等合計 934 1,130

四半期純利益 1,709 2,039

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,709 2,039
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 1,709 2,039

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 33 △13

繰延ヘッジ損益 △3 △17

退職給付に係る調整額 △280 △317

その他の包括利益合計 △250 △348

四半期包括利益 1,458 1,691

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,458 1,691

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるフランスベッド株式会社を通じて株式会社ホーム

ケアサービス山口の全株式を取得したことに伴い、当第３四半期連結会計期間より、当該会社を連結の範囲に含め

ております。なお、みなし取得日を2021年10月31日としており、四半期連結決算日との差異が３ヶ月を超えないこ

とから、当第３四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しており、四半期連結損益計算書には当該会

社の業績は含まれておりません。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる主な

変更点は以下のとおりとなります。

１．従来、出荷時に収益を認識していた販売取引については、着荷時又は検収時に収益を認識することといたし

ました。

２．工事契約に関して、従来は、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりましたが、財又はサービ

スに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務

を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識することといたしました。なお、契約における取引開

始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取

扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しており

ます。

３．従来、販売費及び一般管理費として計上していた一部の費用、及び営業外費用として計上していた売上割引

については、顧客に支払われる対価として、売上高から減額しております。

４．有償支給取引において、従来は有償支給した原材料等について消滅を認識しておりましたが、当該取引にお

いて買い戻す義務を負っていることから、有償支給した原材料等について消滅を認識しないことといたしま

した。なお、当該取引において支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに

従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認

識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契

約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第

１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、利益剰余金の当期首残高は43百万円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の売上高

は123百万円増加、売上原価は61百万円増加、販売費及び一般管理費は０百万円増加し、営業利益、経常利益、

及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ61百万円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間

に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。なお、これにより四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。
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（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルスの感染症拡大の影響に関する

会計上の見積りについて、重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

投資その他の資産 115百万円 116百万円

 

２　保証債務

（1）下記の借入金に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

従業員 8百万円 従業員 4百万円

 

（2）下記の会社の前受業務保証金供託委託契約に対し、下記の債務が発生する可能性があります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

㈱エフビー友の会 494百万円 502百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

（流動資産）受取手形 －百万円 37百万円

電子記録債権 －百万円 33百万円

（流動負債）支払手形 －百万円 107百万円

電子記録債務 －百万円 7百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　臨時休業等による損失

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、緊急事態宣言の発出を受け、当社グループの生産拠点を操業停止するとと

もに、ショールーム等を臨時休業いたしました。当該操業停止及び臨時休業に係わる固定費（人件費、減価償却費

等）を臨時休業等による損失として特別損失に計上しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 3,650百万円 3,985百万円

のれんの償却額 －百万円 46百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

１．配当金支払額

 

（決議）
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日
定時株主総会

普通株式 542百万円 14.00円 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

2020年11月６日
取締役会

普通株式 542百万円 14.00円 2020年９月30日 2020年12月４日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動

　当社は、2020年12月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,295,600株を取得いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が1,118百万円増加し、当第３四半期連結会計期

間末において、自己株式が3,626百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

１．配当金支払額

 

（決議）
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 599百万円 16.00円 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

2021年11月５日
取締役会

普通株式 554百万円 15.00円 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動

　当社は、2021年５月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式530,000株を取得いたしました。また、2021

年６月29日開催の取締役会決議に基づき、2021年７月21日付で自己株式56,600株の処分を実施いたしました。さ

らに、2021年11月30日開催の取締役会決議に基づき、自己株式519,700株を取得いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が906百万円増加し、当第３四半期連結会計期間

末において、自己株式が4,533百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
メディカル
サービス

インテリア
健康

計

売上高        

外部顧客への売上
高

23,426 14,194 37,620 298 37,919 － 37,919

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

4 188 192 4 197 △197 －

計 23,430 14,382 37,813 303 38,116 △197 37,919

セグメント利益又は
損失（△）

2,111 445 2,557 3 2,560 △21 2,538

 

当第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
メディカル
サービス

インテリア
健康

計

売上高        

外部顧客への売上
高

24,899 14,367 39,266 335 39,602 － 39,602

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

4 203 208 5 213 △213 －

計 24,904 14,571 39,475 340 39,816 △213 39,602

セグメント利益又は
損失（△）

2,220 844 3,065 3 3,068 △39 3,028

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等の事業を含んでお

ります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）

（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

セグメント間取引消去 697 908

全社収益及び費用※ △719 △947

合計 △21 △39

※　全社収益及び費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社に係る収益及び費用で

あります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

前第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 

メディカル
サービス

インテリア
健康

計

減損損失 － 43 43 － 43 － 43

計 － 43 43 － 43 － 43

 

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるフランスベッド株式会社を通じてカシダス株式会社

の全株式を取得し、当該会社を連結の範囲に含めたことにより、「メディカルサービス」セグメントにおいて、のれ

んが375百万円発生しております。

　なお、当該のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

な会計処理によって算定された金額であります。

 

当第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 

メディカル
サービス

インテリア
健康

計

減損損失 － 10 10 － 10 － 10

計 － 10 10 － 10 － 10

 

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるフランスベッド株式会社を通じて株式会社ホームケ

アサービス山口の全株式を取得し、当該会社を連結の範囲に含めたことにより、「メディカルサービス」セグメント

において、のれんが879百万円発生しております。

　なお、当該のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

な会計処理によって算定された金額であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関

する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「メディカルサービス事業」の売上高は２百

万円増加、セグメント利益は１百万円増加し、「インテリア健康事業」の売上高は118百万円増加、セグメント利益

は59百万円増加し、「その他」の売上高は２百万円増加、セグメント利益は０百万円増加しております。

また、当社グループは、2023年度（2024年３月期）を最終年度とする新たな３カ年の中期経営計画を策定し、2021

年５月14日に公表いたしました。本中期経営計画より、事業ポートフォリオマネジメントの強化を目的として、セグ

メント別目標を営業利益から経常利益へと変更していることから、第１四半期連結会計期間より、セグメント利益を

従来の営業利益に基づく算定から経常利益に基づく算定に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、上記の変更を踏まえて作成したものを記載してお

ります。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

　当社は、2021年11月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるフランスベッド株式会社を通じて

株式会社ホームケアサービス山口の株式を取得し、連結子会社化（当社の孫会社）することについて決議し、同

日付で株式譲渡契約を締結いたしました。これに基づき、2021年12月20日付で同社の株式取得手続きを完了いた

しました。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ホームケアサービス山口

事業の内容　　　：福祉用具のサービス事業、特定施設入居者生活介護事業ほか

（2）企業結合を行った主な理由

　当社グループの主力事業であるメディカルサービス事業においては、その中心事業である福祉用具貸与事

業のシェア拡大などを目的として、営業拠点の拡充やＭ＆Ａの活用などにより、事業基盤と事業規模の拡大

に取り組んでおります。

　このたび株式を取得した株式会社ホームケアサービス山口は、1986年の設立以来、山口県を中心に、福祉

用具の販売やレンタル、ならびに特定施設入居者生活介護事業などの福祉サービスの提供を行っている企業

です。

　今回の株式取得により、当社グループに株式会社ホームケアサービス山口が保有する顧客基盤が加わるこ

とで、当社グループのメディカルサービス事業の事業基盤がさらに強固なものとなり、事業規模の拡大につ

なげることが可能と考えております。

（3）企業結合日

2021年12月20日（株式取得日）

2021年10月31日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とした株式取得

（5）結合後の企業の名称

変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100.0％（間接所有）

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　株式会社ホームケアサービス山口のみなし取得日を2021年10月31日としており、四半期連結決算日との差異

が３ヶ月を超えないことから、当第３四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しており、四半期

連結損益計算書には被取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金　 1,600百万円

取得原価　　　　　　　 1,600百万円

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー費用等　　44百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

879百万円

なお、上記の金額は取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

（2）発生原因

主として今後の事業規模拡大により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

　投資効果の発現する期間において均等償却する予定であります。なお、償却期間については現在算定中で

あります。

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

四半期報告書

18/23



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
 

メディカルサー
ビス

インテリア健康 計

売上高      

一時点で移転される財 9,650 14,347 23,997 159 24,157

一定の期間にわたり移転
される財

57 18 76 － 76

顧客との契約から生じる
収益

9,708 14,365 24,073 159 24,233

レンタル取引等に係る
収益 (注) ２

15,191 1 15,193 176 15,369

外部顧客への売上高 24,899 14,367 39,266 335 39,602

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等の事業を含んでお

ります。

２．「メディカルサービス事業」のレンタル取引、及び不動産賃貸等に係る収益については、収益認識会計基準

の適用除外項目である「リース取引」に該当することから、顧客との契約から生じる収益には含めておりま

せん。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 44円24銭 55円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
1,709 2,039

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
1,709 2,039

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,627 37,014

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2021年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）配当金の総額……………………………………554百万円

（2）１株当たりの金額………………………………15円00銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日………2021年12月３日

（注）2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

四半期報告書

20/23



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月14日

フランスベッドホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　中　康　宏

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 豊　泉　匡　範

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフランスベッド

ホールディングス株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年

10月１日から2021年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フランスベッドホールディングス株式会社及び連結子会社の2021年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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